
 

令和７年度  事 業 報 告 
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日） 

 

令和７年度の事業計画に沿って、定款、諸規定等を順守した的確な会運営、並びに各支部部会

との一体連携の下、各種の事業活動を展開し活性化に努めた。 

 

   主な活動の概要は次のとおり。 

 

１  税の啓発活動 

  一般社団化時に申請認可を得た公益目的事業の「税金教室」「夏休み親子税金探偵団」「租税教

育充実の環境整備事業」「税の広報事業」の４つの事業の的確な推進、その他の公益目的事業とし

て小学６年生の児童を対象にした「税に関する絵はがきコンクール」と一般市民の参加も対象に

した「税法税務研修会」「ｅ－Ｔａｘ研修会」の定着に加え、将来の公益社団化を見据えた公益事

業の拡大に努めた。今後とも一般市民や次世代を担う児童、生徒に税の仕組みなどを理解しても

らうため、税金教室、租税教室の充実に努める。 

 

２  税制改正に関する提言活動 

  従来同様に会員からの税制改正に関する要望事項を税制委員会で検討・集約し県連に報告した。 

県連では各単位会から提出された要望事項を集約し全法連に報告、全法連で取り纏め、決議した

ものを各省庁、各政党等に改正要望した。 

  令和８年度の提言では、基本的課題として①税・財政改革のあり方 ②経済活性化と中小企業

対策  ③地方のあり方 ④自然災害への対応 ⑤納税環境の整備 ⑥環境問題への対応 ⑦租税

教育の充実を掲げ、税目別の具体的課題として法人税関係は ①役員給与の損金算入の拡充   

②中小企業向け賃上げ促進税制の適用要件緩和 ③中小企業の欠損金繰戻還付制度の見直し  

所得税関係は ①基幹税としての所得再分配機能の回復 ②各種控除制度の見直し ③個人住民

税の均等割、その他に相続税・贈与税関係、地方税関係等についても要望事項の実現を目指して

活動した。 

 

３  経営支援活動 

  本会及び支部部会を含め、「(一社)下呂温泉観光協会 DMOの取組み」「私たちの未来に向けて」

「税務行政の DXに関する施策」「私の職場人生(継続中ですが…)」「不服申立てのあれこれ」「人

生 100年時代の生活 お金・人・環境」「健康経営実践のすすめ」「特殊詐欺の現状と対策」「基礎

控除等の見直しと自主点検チェックシートの活用について」「地域経済動向について」「DXをい

かに進めるか」「地域を動かす力とは～養老から考える魅力と経済の可能性～」等各種の講演会・

研修事業を実施した。 

また、令和５年度から新たな事業として、開催しています新入会員を対象にした「異業種交流

会」、「ノルディックウォーク体験会」や「チャリティーゴルフ」等、会員同士の親睦を通じて新

しい仕事のつながりができる場を提供した。 

 



４  地域発展活動 

  支部部会でのオープン参加による各種の講演・研修会、更にはチャリティーゴルフや大垣ミナ

モソフトボールクラブとの連携事業、女性部会によるタオルやマスクの寄贈等の各種ボランティ

ア活動などを実施し地域社会に貢献した。 

 

５  福利厚生事業 

  健康診断、観劇会、保険制度など、会員の一層の福利健康増進と、法人会の財源確保を目的に

保険制度の紹介運動を実施し利用の拡大に努めた。 

 

６  会員支援事業  

  法人会の厳しい財政状況のもと、会報誌の充実、異業種交流・会員親睦交流を目的とした各種

事業や効果的な研修会を開催するなど会員メリットを損なわない運営に努めた。 

 特に、本会主催で実施のチャリティ－ゴルフ、ノルディックウォークは、今年度新たに設立し

た健康経営委員会が主担当となり、会員企業の健康経営の推進役として活動し、会員企業の健康

づくりを支援する。 

 

７  会員増強推進活動 

新規会員獲得には大きな成果は得られていないが、支部部会の役員会で未加入者リストから加

入勧奨対象者を抽出し、大同生命大垣営業所の推進員と情報を共有するとともに地元金融機関か

らの勧奨協力を得て、会員増強活動を推進している。 

依然として、解散・廃業・倒産等やむを得ない事由による退会者が続発しており、更なる中小

企業対策及び新たな事業承継制度の活用及びＭ＆Ａの活用など後継者問題の解決に向けた取り組

みが求められる。 

 年度末の組織の状況は、前年同期比で実会員は３７社減少して２，５５９社となり、加入率も

３６．０％と前年同期比で０．７％減少した。加入率が減少した理由として、会員企業の事業廃

業や解散により退会した会社が増加したことによる。 

 

８  支部部会活動 

  会員増強活動及び福利厚生制度加入活動等に加え、各種の講演・研修事業など計画し、独自事

業の推進に努め、計画した事業の推進を図った。 

また、実会員の減少等法人会の財政状況は厳しさを増しており、支部部会に対する配賦額も減

少の一途をたどっているが、限られた予算の中で出来る限り公益目的に沿った事業の拡大に努め

た。 

 

９  青女部会活動 

  大垣法人会の主な公益目的事業のうち、例年「夏休み親子税金探偵団」は青年部会が、「租税教

育充実の環境整備事業」は女性部会が担っており、更には、公益目的事業の「税に関する絵はが

きコンクール」（女性部会）の定着拡大に加え、税務職員を講師としたオープン参加の研修会を開

催、また小学校での租税教室の開催を実施するなど公益目的事業の拡大に努めた。 


